第４章 歯科口腔保健の取り組みと目標値
１ 乳幼児期
（１）施策の方向性
むし歯のない幼児の割合の増加を図り、口腔機能の育成を支援するとともに、むし歯のない幼児の割合の地域間の差の縮小にも努めます。
· フッ化物の応用（フッ素入り歯磨き粉の使用、フッ素塗布等）は、むし歯抑制効果が高くなることが報告されています。乳歯の生え具合にあわせ、市町村保健センター・歯科診療所等において、幼児がフッ素塗布を受けるよう保護者に対し普及啓発に努めます。
· 甘味食品・飲料の摂取回数が多くなるほど、むし歯にかかりやすいことが明らかとなっています。歯と口の正常な発育を促すための哺乳や離乳食のすすめ方を推奨し、また、間食内容を工夫し時間を決めて飲食する適切な食習慣を身につけさせるよう、普及啓発に努めます。
· 家庭での歯と口の健康づくりに対する取り組みを向上するため、市町村、大阪府歯科医師会等、関係機関と連携し、保護者に対し、歯と口の健康づくりの普及啓発に努めます。
· 乳幼児歯科健診等のデータを分析し、市町村や関係機関に対し、必要な助言を行い技術的な支援を提供するとともに、歯と口の健康づくりに関して、国の動向等の把握に努め、効果的な情報提供に努めます。
また、地域における乳幼児歯科保健課題の検討方法について等、乳幼児歯科保健に係る歯科保健関係者を対象にした資質向上のための研修を行います。
（２）目標
	指　標
	対象年齢
	現　状（平成23年度）
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	むし歯のない者の割合の増加
	３歳
	78.4%
	母子保健関係業務報告※
	8５％以上


※政令市・中核市（豊中市除く）に対しては、大阪府市町村歯科口腔保健実態調査として調査。
２ 学齢期
（１）施策の方向性
むし歯を有する児童・生徒の割合の低下を目指すとともに、口腔機能の育成を支援します。
· 児童・生徒が、歯と口の健康づくりについて理解し、適切な生活習慣を身に付けることが出来るよう、保護者・児童・生徒に対し、歯と口の健康づくりに関する効果的な情報提供に努めます。
· 学校における歯科口腔保健を推進するため、市町村教育委員会や関係機関に対し、健全な発達支援を含めた情報提供の充実に努めます。
· 学齢期において、歯科疾患の予防の重要性について児童・生徒に意識づけを図ることは、学齢期以降の歯科口腔保健の意識向上にも役立つことから、市町村教育委員会、大阪府歯科医師会、大阪府学校歯科医会等関係機関と連携し、図画ポスターコンクール等において、歯と口の健康づくりの普及啓発に努めます。

· フッ化物の応用（フッ素入り歯磨き粉の使用、フッ素塗布等）は、むし歯抑制効果があることが報告されていることから、フッ化物応用の重要性について普及啓発に努めます。
· 学校歯科健診等のデータを分析し、市町村や関係機関に対し、必要な助言及び技術的な支援を提供するとともに、歯と口の健康づくりに関して、国の動向等の把握に努め、効果的な情報提供に努めます。
また、地域における学校歯科保健の課題解決方法等、学校歯科保健に係る歯科保健関係者を対象にした資質向上のための研修を行います。
（２）目標
	指　標
	対象年齢
	現　状（平成23年度）
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	むし歯のある者の割合の減少
	12歳
	47.9%
	学校保健統計調査
	40％以下

	むし歯のある者の割合の減少
	16歳
	56.3％
	学校保健統計調査
	45％以下


３ 成人期・高齢期
（１）施策の方向性
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定期的に歯科健診を受診する者の増加を図ることで、歯周病、むし歯などの歯科疾患を有する者の減少を図り、8020達成者（８０歳で自分の歯を２０本以上有する者）の増加を目指すとともに、口腔機能の維持・向上を図り、咀嚼機能良好者の増加を目指します。
· 口腔衛生管理の重要性について普及啓発に努めるとともに、口の機能（食物を口に取り込み、かんで飲み込むことなど）の向上のために必要な知識について普及啓発を行います。
· 歯ブラシ、歯間部清掃用器具（デンタルフロス、歯間ブラシ等）の使用についての普及啓発を市町村や関係機関・団体と協働して取り組みます。

· むし歯や歯周病を早期に発見し、早期に治療を受けるようにするため、市町村で実施している成人歯科健診（歯周疾患検診）受診の必要性について、ホームページ等を利用した情報提供の充実に努めます。
· 府民がかかりつけ歯科医を持ち、歯の喪失の予防と生涯にわたる口腔機能の保持のため定期的に歯科健診を受け、その後必要な歯科保健指導の管理を受けるよう、情報提供の充実等に、関係機関と連携して取り組みます。
· 喫煙と歯周病に関する知識についての情報提供の充実を、市町村や大阪府歯科医師会等、関係機関と協働して取り組みます。
· 糖尿病等、ＮＣＤ（非感染性疾患）と歯周病に関する知識について、市町村や大阪府歯科医師会等、関係機関と協働し、医療機関と歯科診療所での連携や病院と地域の歯科診療所との連携を推進するとともに、普及啓発媒体等を活用し、情報提供の充実に努めます。
· 成人期・高齢期における歯科健診等のデータを分析し、市町村や関係機関に対し、成人歯科健診の取り組み等について必要な助言を行い、技術的な支援を図るとともに、歯と口の健康づくりに関して、国の動向等の把握に努め、情報提供の充実に努めます。
　また、地域の成人期・高齢期における歯科保健の課題解決方法等、成人期・高齢期
の歯科保健に係る歯科保健関係者を対象にした資質向上のための研修を行います。

（２）目標
① 歯の喪失状況に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	24本以上の歯を有する者の割合の　増加
	60歳
	56.8%
	国民健康・栄養調査
	65％以上

	20本以上の歯を有する者の割合の　増加
	80歳
	33.3％
	国民健康・栄養調査
	40％以上
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② 咀嚼良好者の割合の増加に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	咀嚼良好者の割合の増加
	60歳以上
	70.1％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	75％以上


③ むし歯予防に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	むし歯治療が必要な者の割合の減少
	40歳
	31.0%
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	25％以下

	むし歯治療が必要な者の割合の減少
	60歳
	24.4％
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	18％以下


④ 歯周病予防に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	歯周病の自覚症状のある者の割合の減少
	20・30歳代
	23.9%
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	20％以下

	歯周治療が必要な者の割合の減少
	40歳
	40.0％
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	33％以下

	歯周治療が必要な者の割合の減少
	60歳
	50.6％
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	48％以下

	喫煙と歯周病の関係について　　　知っている者の割合の増加
	20歳以上
	44.3％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	50％以上

	糖尿病と歯周病の関係について　　知っている者の増加
	20歳以上
	33.7％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	40％以上


⑤ 歯と口の健康づくりのための意識づけと実践の推進に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	過去１年に歯科健診を受診した者の割合の増加
	20歳以上
	46.0％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	55％以上

	かかりつけ歯科医を有する者の　　割合の増加
	20歳以上
	68.5％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	70％以上

	歯間部清掃用器具を使用する者の　割合の増加
	50歳
	51.2％
	府民の健康と生活習慣に関する調査
	55％以上

	歯間部清掃用器具を使用する者の　割合の増加
	60歳
	53.3％
	府民の健康と生活習慣に関する調査
	60％以上


４ 定期的な歯科健診を受けることが困難な人
（１）要介護者
① 施策の方向性
要介護者の入通所施設における定期的な歯科健診実施率の増加等、要介護者における効果的な歯科健診の充実を目指し、歯科疾患の予防を図るとともに、早期発見、早期治療を促します。
· 要介護者や家族、介護にあたる施設職員に対し、口腔ケア及び定期的な歯科健診とその後の管理の重要性についての情報提供に努めます。
· 介護にあたる施設職員に対し、歯科健診の重要性について普及啓発を図るとともにとともに、口腔ケアに関する研修機会の充実に努めます。
· 在宅要介護者における歯科口腔保健の向上を図るため、地域における歯科と他分野との連携体制の推進を図ります。
· 訪問歯科保健に関する最新の情報や国の動向等の情報収集に努め、関係機関への情報提供に努めます。
② 目標
	指　標
	現　状(平成2４年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	値
	データソース
	

	介護老人保健施設での定期的な歯科健診の実施の増加
	17.3％
	府内の介護老人保健施設における歯科 保健の取り組みについての調査
	35％以上
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（２）障がい児者
① 施策の方向性
障がい児者の入通所施設における定期的な歯科健診実施率の増加等、障がい児者における効果的な歯科健診の充実を目指し、歯科疾患の予防を図るとともに、早期発見、早期治療を促します。
· 障がい児者や家族等、障がい児者の身近な方に対し、口腔ケア及び定期的な歯科健診の重要性についての情報提供に努めます。
·  障がい児者の入通所施設に対し、定期的な歯科健診の重要性についての情報提供や普及啓発に努めます。
· 障がい児者歯科保健に関する最新の情報や国の動向等の情報収集に努め、市町村、関係機関への情報提供に努めます。
② 目標
	指　標
	現　状(平成2４年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	値
	データソース
	

	障がい児及び障がい者入所施設での定期的な歯科健診の実施の増加
	58.1％
	府内の障がい者（児）入所施設における歯科保健の取り組みについての調査
	75％以上



5 大阪府歯科口腔保健計画 目標値一覧（再掲）
	指　標
	対象年齢
	現　状（平成23年度）
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	むし歯のない者の割合の増加
	３歳
	78.4%
	母子保健関係業務報告※
	8５％以上


（１）乳幼児期
※政令市・中核市（豊中市除く）に対しては、大阪府市町村歯科口腔保健実態調査として調査。
（２）学齢期
	指　標
	対象年齢
	現　状（平成23年度）
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	むし歯のある者の割合の減少
	12歳
	47.9%
	学校保健統計調査
	40％以下

	むし歯のある者の割合の減少
	16歳
	56.3％
	学校保健統計調査
	45％以下


（３）成人期・高齢期
① 歯の喪失状況に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	24本以上の歯を有する者の割合の　増加
	60歳
	56.8%
	国民健康・栄養調査
	65％以上

	20本以上の歯を有する者の割合の　増加
	80歳
	33.3％
	国民健康・栄養調査
	40％以上



② 咀嚼良好者の割合の増加に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	咀嚼良好者の割合の増加
	60歳以上
	70.1％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	75％以上


③ むし歯予防に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	むし歯治療が必要な者の割合の減少
	40歳
	31.0%
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	25％以下

	むし歯治療が必要な者の割合の減少
	60歳
	24.4％
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	18％以下


④ 歯周病予防に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	歯周病の自覚症状のある者の割合の減少
	20・30歳代
	23.9%
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	20％以下

	歯周治療が必要な者の割合の減少
	40歳
	40.0％
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	33％以下

	歯周治療が必要な者の割合の減少
	60歳
	50.6％
	大阪府市町村歯科口腔保健実態調査
	48％以下

	喫煙と歯周病の関係について
知っている者の割合の増加
	20歳以上
	44.3％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	50％以上

	糖尿病と歯周病の関係について
知っている者の増加
	20歳以上
	33.7％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	40％以上


⑤ 歯と口の健康づくりのための意識づけと実践の推進に関する目標
	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	
	値
	データソース
	

	過去１年に歯科健診を受診した者の割合
	20歳以上
	46.0％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	55％以上

	かかりつけ歯科医を有する者の割合の増加
	20歳以上
	68.5％
	「食育」と「お口の健康」に関するアンケート調査
	70％以上

	指　標
	対象年齢
	現　状(平成2３年度)
	目　標
(平成2９年度)

	歯間部清掃用器具を使用する人の
割合の増加
	50歳
	51.2％
	府民の健康と生活習慣に関する調査
	55％以上

	歯間部清掃用器具を使用する人の
割合の増加
	60歳
	53.3％
	府民の健康と生活習慣に関する調査
	60％以上


（４）定期的な歯科健診を受けることが困難な人
	指　標
	現　状(平成2４年度)
	目　標
(平成2９年度)

	
	値
	データソース
	

	介護老人保健施設での定期的な歯科健診の実施の増加
	17.3％
	府内の介護老人保健施設における歯科 保健の取り組みについての調査
	35％以上

	障がい児及び障がい者入所施設での定期的な歯科健診の実施の増加
	58.1％
	府内の障がい者（児）入所施設における歯科保健の取り組みについての調査
	75％以上
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